
発電設備の点検結果に関する

経済産業大臣からの保安規定の変更命令等について

当社は、平成１８年１１月３０日の原子力安全・保安院からの指示（発電設備に係る点

検について）に基づき、社長のトップマネジメントの指示の下、常務取締役を委員長とす

る「発電設備に係る調査・対策委員会」を設置し、全社を挙げて、発電設備に係る点検

を行い、点検結果を取りまとめた報告書を平成１９年３月３０日に、また、点検結果とし

て報告した不正操作、隠ぺい及び改ざんなどの不適切な事案に関する再発防止対策を

取りまとめた報告書を平成１９年４月６日に、経済産業省原子力安全・保安院長宛に提

出するとともに、茨城県、東海村、福井県、敦賀市及び美浜町にも提出いたしました。

（平成 19 年 3 月 30 日,4 月 6 日発表済）

本日、経済産業大臣より、当社の報告内容を踏まえ、保安規定の変更命令、厳重注

意及び指示を受けました。

当社は、これらを真摯に受け止め、同様の事象を再発させないために、トップマネジメ

ントの新たな決意のもと、再発防止対策を徹底し、全社員が一丸となり、安全第一を最

優先にして社会的な信頼の回復に努めてまいります。

立地地域をはじめ社会の皆様には、大変ご迷惑、ご心配をおかけいたしましたことを、

改めて深くお詫び申し上げます。

以　上

添付資料：経済産業大臣からの当社への保安規定の変更命令等の内容

平成１９年　４月２０日
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添付資料

経済産業大臣からの当社への保安規定の変更命令等の内容

平成 19 年 4 月 20 日、経済産業大臣より、当社の東海第二発電所、敦賀発電所につ

いて、以下の保安規定の変更命令や指示を受けました。

項目 内容 期限

保安規定の変

更命令

・経営責任者の関与を強めること

・原子炉主任技術者の独立性を高めること

等

平成 19 年 7 月 31 日

（申請期限）

再発防止対策

の行動計画

・再発防止対策について、改めて今後のスケジ

ュールを含めた具体的な行動計画を策定する

平成 19 年 5 月 21 日

（報告期限）

直近の定期検

査における特

別な検査

・定期検査に加えて、特別な検査を実施 直近の定期検査

特別原子力施

設監督官

・原子力安全・保安院から特別原子力施設監

督官を派遣して、特別な監督・監視を実施

―――

更なる安全確

保の向上の対

策

・保安教育の徹底などの８項目の対策の実施 ―――

参考資料１：保安規定の変更命令に係る弁明の機会の付与について

参考資料２：発電設備に係る総点検の結果を踏まえた今後の対応について（厳重注意及び指示）

以　上












